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バリアフリー法に基づく基本方針における次期目標について（最終とりまとめ）（概要）・抜粋
2019年度末（現状(速報値）） 2025年度末までの目標

鉄
軌
道

鉄軌道駅(※1)

段差の解消 92%〇バリアフリー指標として、案内設備（文字等及び音声
による運行情報提供設備、案内用図記号による標識等）
の設置を追加
○3,000人以上/日の施設及び基本構想の生活関連施設に位
置付けられた2,000人以上/日の施設を原則100％
○この場合、地域の要請及び支援の下、鉄軌道駅の構造
等の制約条件を踏まえ可能な限りの整備を行う
○その他、地域の実情にかんがみ、利用者数のみならず
利用実態をふまえて可能な限りバリアフリー化

※高齢者、障害者等に迂回による過度の負担が生じないよう、大規
模な鉄軌道駅については、当該駅及び周辺施設の状況や当該駅の
利用状況等を踏まえ、可能な限りバリアフリールートの複数化を
進める

※駅施設・車両の構造等に応じて、十分に列車の走行の安全確保が
図れることを確認しつつ、可能な限りプラットホームと車両乗降
口の段差・隙間の縮小を進める

視覚障害者誘導用 
ブロック 95%

案内設備 (※2) 74 %

障害者用トイレ(※3) 89%

ホ ー ム ド ア 
・ 可 動 式ホーム柵 858駅

〇駅やホームの構造・利用実態、駅周辺エリアの状況な
どを勘案し、優先度が高いホームでの整備を加速化す
ることを目指し、全体で3,000番線 
〇うち、10万人/日以上の駅は800番線

鉄軌道車両 (※4 ) 75%

〇約70％
※令和２年４月に施行された新たなバリアフリー基準（鉄軌道車両
に設ける車椅子スペースを１列車につき２箇所以上とすること等
を義務付け）への適合状況（50％程度と想定）を踏まえて設定
※新幹線車両について、車椅子用フリースペースの整備を可能な限
り速やかに進める

バ
ス

バス 
ターミナル(※1)

段差の解消 95%バリアフリー指標として、案内設備（文字等及び音声に
よる運行情報提供設備、案内用図記号による標識等）の
設置を追加
○3,000人以上/日の施設及び基本構想の生活関連施設に位
置付けられた2,000人以上/日の施設を原則100％
○その他、地域の実情にかんがみ、利用者数のみならず
利用実態等をふまえて可能な限りバリアフリー化

視覚障害者誘導用 
ブロック 98%

案内設備 (※2) 76%

障害者用トイレ(※3) 84 %

乗合バス車両 (※4 )

ノンステップバス 61%約80％

リフト付きバス等 
（適用除外車両） 5%

○約25％をリフト付きバス又はスロープ付きバスとする
等、高齢者、障害者等の利用の実態を踏まえて、可能
な限りバリアフリー化
○１日当たりの平均的な利用者数が2,000人以上の航空旅
客ターミナルのうち鉄軌道アクセスがない施設（指定
空港）へのバス路線を運行する乗合バス車両における
適用除外の認定基準を見直すとともに、指定空港へア
クセスするバス路線の運行系統の総数の約50％につい
て、バリアフリー化した車両を含む運行とする

貸切バス車両 (※4 ) 1,081台
約2,100台のノンステップバス、リフト付きバス又はス
ロープ付きバスを導入する等、高齢者、障害者等の利用
の実態を踏まえて、可能な限りバリアフリー化

※1 1日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上のものが対象。
※2 文字等により表示するための設備及び音声により提供するための設備、標識、案内板等。
※3 便所を設置している旅客施設が対象。
※4  車両等におけるバリアフリー化の内容として、段差の解消、運行情報提供設備（車両等の運行（運航を含む。）に関する情報を文字等に

より表示するための設備及び音声により提供するための設備。福祉タクシーにあっては、音等による情報提供設備及び文字による意思
疎通を図るための設備）の設置等が含まれる旨を明記。

出典：国土交通省WEBサイト「バリアフリー法に基づく基本方針における次期目標の最終とりまとめを公表します！」（2020年11月20日）よ
り抜粋、作成


